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【市場展望】米中間選挙後の株高傾向 

 

■良好なファンダメンタルズが支える日米株価 

今週（11月2日～6日）の東京株式市場は、前週末の米国株安などを受けて下落の始まりとなりそうだが、

米中間選挙後は徐々に日米のファンダメンタルズや企業業績を評価する動きが強まるだろう。 

29日に発表された米国の2026年7～9月期の実質国内総生産（GDP）成長率の速報値は、前期比

年率で3.4％のプラス成長と、前の期の2.2％から伸びが拡大するなど米経済は良好だ。また、前週末に公

表された日銀の展望レポートでは、2026年度の実質GDP成長率（中央値）は＋0.7％と、7月時点の

見通しを0.1％上回るとの予測である。足元で本格化する国内企業の2026年4～9月期決算は、良好な

決算が想定される。足元の日米株価の下落は、ファンダメンタルズに照らして過剰反応であると考えられる。

日米の株式市場では、年末に向けて、業績成長率の高い銘柄がけん引する局面となるだろう。 

 

■米中間選挙後の株高傾向 

11月3日の米中間選挙では、民主党が躍進する「ブルーウェーブ」が起きる可能性が高いとみられている。こ

れまで、米大統領選挙から2年後の中間選挙では、大統領与党が議席を減らす傾向が強い。今回も、物

価高に加え、中東情勢の緊迫化による原油価格の上昇や関税政策の影響が与党・共和党への逆風とな

っており、野党・民主党が下院の多数派を奪還するだけでなく、共和党が優位に立つ上院でも逆転するので

はないかという見方が広がっている。しかし、過去には世論調査が共和党の支持を過小評価した例もあり、

今回も同様の事態が起きる可能性は無視できないとの意見もある。「選挙は水物」といわれるように、米国

の上下両院の勢力がどのようになるかは、選挙結果を待つしかないが、過去の中間選挙後は総じて株高傾

向がみられる。 

1950年からの過去19回の中間選挙当日を起点とした約1年間の米国株（S&P500種株価指数）の推

移を、議会の勢力図に応じた3つのパターンと全体平均に分けて検証した。両院ともに民主党が多数を占め

る状況では、期間中に一時21.4％上昇と大幅な上昇がみられ、共和党多数（最大上昇率17.1％）や

ねじれ議会（同16.3％）のケースを上回る瞬間があった。しかし、およそ1年後のリターンに目を向けると、

米国株はいずれの勢力図においても12～17％程度の上昇範囲に収まっている。選挙という一大イベントの

不透明感が払拭されることで、足元の政治体制に関わらず、米国株は総じて堅調なパフォーマンスを示す傾

向がある。こうした中間選挙後の好地合いは日本株（日経平均株価）にも波及しており、期間中の最大

上昇率は、両院ともに民主党多数で19.6％、共和党多数で13.7％、ねじれ議会で12.5％となった。およ

そ1年後のリターンについても、10～17％程度の上昇と堅調に推移した。 
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